
○推進体制
「富山県食品ロス・食品廃棄物削減推進県民会議」を核として、消費者、事業者、

関係団体、行政がそれぞれの立場で削減対策に取り組むとともに、連携することで、
県民総参加の食品ロス等削減運動「とやま食ロスゼロ作戦」を展開する。
○各主体の役割
【消費者】
食品ロスの削減の重要性について理解を深め、食品ロス等の削減を実践
消費行動のあらゆる場面において、使いきり・食べきりに取り組み、事業者の
取組みを理解し、過剰な 鮮度志向の改善や期限間近商品の優先購入などに
努める。

【事業者】
事業活動を通じた食品ロス等の削減につながる取組みを実践
規格外農林水産物の有効活用、賞味期限の延長や年月表示化、 1/3ルール
等の商慣習の見直し、季節商品の予約販売等需要に応じた販売、外食店での
小盛りメニュー等の導入などに努める。

【食品関連事業者以外の事業者】
食品ロスの削減の重要性について理解を深め、食品ロス等の削減を実践

【関係団体】
これまでの活動で得たネットワーク等を活用した取組みの拡大

【行政】
食品ロス等の削減に向けた取組みが進むよう啓発等を推進
県民、事業者、関係団体等との連携強化を図り、機運の醸成や、
各種施策を積極的に推進する。

○計画の進行管理
目標の達成状況を評価指標を用いて継続的に検証する。

富山県食品ロス削減推進計画（令和２年４月策定、計画期間：令和2年度～令和11年度（10年間））の概要

１ 食品ロスの主な課題と期待される削減効果
・ 日本は食料の約6割を海外に依存する一方で、大量の食品ロスを排出
・ 食品廃棄物の焼却処理には燃料が使われることから、地球温暖化にもつながる。
・ 食品ロス等の削減により、家計負担や地方公共団体の財政支出の軽減、
CO2排出量の削減による気候変動の抑制などの効果が期待される。

２ 削減に向けた世界の動き
「持続可能な開発のための2030アジェンダ」
（2015年９月国連サミットで採択）では、
2030年までに小売・消費レベルにおける
世界全体の一人当たりの食料の廃棄の半減を
国際目標として設定

３ 国の取組み
R元.10月：食品ロスの削減の推進に関する法律の制定・施行
R２.３月 ：食品ロス削減の推進に関する基本方針を閣議決定

４ 県の取組み
H28.５月：G７富山環境大臣会合で「富山物質循環フレームワーク」を採択。

庁内プロジェクトチームを立ち上げ。
H29.５月：「富山県食品ロス・食品廃棄物削減推進県民会議」を設置。

県民総参加の運動を推進
H31.３月：食品流通段階における「1/3ルール」等の商慣習が、食品ロス発生の

大きな要因であることから、事業者、消費者、行政が連携して商慣習の
見直しに向けて取り組むことを共同宣言
（都道府県単位では全国初の取組み）

R元.7月： 全国初となる県単位でのレジ袋無料配布の廃止やとやまエコ・ストア
制度の創設、食品ロス等削減県民運動等のSDGsの理念を先取りした
環境施策の取組みが評価 され、「ＳＤＧｓ未来都市」に選定

[参考] 本県の食品ロスの現状（平成28年～29年の県の実態把握調査結果）
・ 県全体の食品廃棄物等の量は年間17万トン、

うち食品ロスの量は4.3万トンと推計
・ 食品ロスのうち約60％（2.7万トン）は家庭から、

約40％（1.6万トン）は事業者から排出
・ 県内の家庭から発生する食品ロスのうち、
69％が手付かず食品で、
全国平均46％に比べてかなり多い。

・ 食品関連事業者 から発生する食品ロスは、
外食産業からの発生量が36.3％と最も多く、
食べ残しが５割以上を占める。

計画策定の趣旨
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１．６万トン

１ 計画の理念
「富山物質循環フレームワーク」の実現に向けた先進的な食品ロス等削減の推進

２ 基本目標

持続可能な社会の実現に向け、消費者・事業者・行政等の連携協力のもと、県
民生活や事業活動等において食品ロス等の削減に繋がる取組みが進んだ社会を
目指す。

３ 計画の位置付け
（1）食品ロスの削減の推進に関する法律第12条第1項の規定に基づく都道府県
食品ロス削減推進計画

（2）「元気とやま創造計画」の食品ロス等削減に関する個別計画
（3）「富山県SDGｓ未来都市計画」、「富山県廃棄物処理計画」、「富山県食育推進
計画」及び「富山県消費者教育推進計画」等と調和を図る。

４ 計画の期間 令和2年度～令和11年度（10年間 中間年に改定（※））
※中間年以外であっても、社会情勢の変化等により、必要な見直しを行う。

施策の推進体制

基本的事項

参考資料２
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全国の食品ロスの現状（令和元年度推計値）
570万トン（家庭系：261万トン、事業系309万トン）


